第１号様式(第3条関係)

	      水道事業
	
	創設認可申請書

	水道用水供給事業
	
	



第　　　　　号
年　　月　　日

　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    氏名　    　　　　　　　　(法人又は組合にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名)




水道事務所の所在地


水道法第    条の規定に基づき、　　　　  水道事業　水道用水供給事業を創設したいので、
同法第    条第    項に規定する関係書類を添えて申請します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(添付書類)
１ 事業計画書（水道法第7条第4項及び同法施行規則第2条に掲げる事項を記載）
２ 工事設計書（水道法第7条第5項及び同法施行規則第4条に掲げる事項を記載）
３ 水道法施行規則第1条の3に規定する書類
４ 水道台帳
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項　　目

(人)

(人)

(人)

(％)

(戸)

１人(Ｌ/人/日)

１日

(ｍ

3

/日)

(ｍ

3

/日)

(ｍ

3

/日)

(ｍ

3

/日)

(ｍ

3

/日)

(ｍ

3

/日)

(ｍ

3

/日)

(ｍ

3

/日)

(Ｌ/人/日)

(ｍ

3

/日)

(Ｌ/人/日)

(％)

(％)

(％)

注)   １．この様式は水道事業の場合に用いる。

      ２．他の水道事業への分水がある場合は、有収水量欄に新たに分水の欄を追加して明示すること。

      ３．工事施工期間は⇔印で明示すること。

      ４．実績欄と計画欄とを太線で仕切ること。

      ５．軽微な変更および事業の全部の譲受けによる届出の場合は、変更後の計画値について適切な目標年度を定めて記載すること。

普 及 率

行政区域内人口

その他用

有

収

水

量

生活用

有 効 率

負 荷 率

１日平均給水量

小　　計

無 効 水 量

無収水量

用

途

別

水

量

有

効

水

量

計画給水区域内人口

年　　度

現 在 給 水 人 口



業務・営業

用

工 場 用

給 水 戸 数



１人１日平均給水量

１日最大給水量



目標年度



工 事 施 工 期 間

１人１日最大給水量

有 収 率



１ 日 最 大 給 水 量 及 び １ 日 平 均 給 水 量 （ １ ）



認可値


image6.emf
目標年度

Ａ (人)

Ｂ (人)

Ｃ (人)

Ｄ

(ｍ

3

/日)

Ｅ

(ｍ

3

/日)

Ｆ

(ｍ

3

/日)

Ｇ (Ｌ/人/日)

Ｈ (Ｌ/人/日)

Ｉ

(円/ｍ

3

)

Ｊ

(円/ｍ

3

)

注)   1.この様式は水道事業の場合に用いる。

　　　2.グラフ内には、Ａ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｇおよび工期がそれぞれ明示されていること。

      3.給水原価＝(総費用－受託工事費)÷年間総有収水量、供給単価＝給水収益÷年間総有収水量

      4.軽微な変更および事業の全部の譲受けによる届出の場合は、変更後の計画値について適切な目標年度を定めて記載すること。



認可値

１ 日 最 大 給 水 量 及 び １ 日 平 均 給 水 量 （ ２ ）



年　　度

公称施設能力



行政区域内人口

給水区域内人口

給 水 人 口



１人１日平均給水量

供 給 単 価

項　　目

１日最大給水量

１日平均給水量

１人１日最大給水量

給 水 原 価

人口

(千人)

水量

(千ｍ3/日)

１人１日

給水量

(L/人/日)
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項　　目

(人)

(m

3

/日)

(m

3

/日)

(m

3

/日)

(人)

(m

3

/日)

(m

3

/日)

(m

3

/日)

(人)

(m

3

/日)

(m

3

/日)

(m

3

/日)

(人)

(m

3

/日)

(m

3

/日)

(m

3

/日)

(人)

(m

3

/日)

(m

3

/日)

(m

3

/日)

注)   １．この様式は水道用水供給事業の場合に用いる。

      ２．給水量は、平均又は最大のいずれか適当なものを記入する。

      ３．他の水道事業等から分水を受けている水量は、自己水源充当量の欄に記入すること。

      ４．軽微な変更及び事業の全部の譲受けによる届出の場合は、変更後の計画値について適切な目標年度を定めて記載すること。

      ５．実績欄と計画欄とを太線で仕切ること。

合計

給水人口

給水量

自己水源充当量

受水量



給水人口

給水量

自己水源充当量

受水量

給水量

自己水源充当量

受水量



給水人口

給水量

自己水源充当量

受水量



給水人口

給水量

自己水源充当量

受水量

給水人口



目標年度

１ 日 最 大 給 水 量



認可値

年　　度

給水

対象名


image8.emf
目標年度

Ａ (人)

Ｂ (人)

Ｃ (人)

Ｄ

(ｍ

3

/日)

Ｅ

(ｍ

3

/日)

Ｆ

(ｍ

3

/日)

Ｇ (Ｌ/人/日)

Ｈ (Ｌ/人/日)

Ｉ

(円/ｍ

3

)

Ｊ

(円/ｍ

3

)

注)   1.この様式は水道用水供給事業の場合に用いる。

　　　2.グラフ内には、Ａ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｇおよび工期がそれぞれ明示されていること。

      3.給水原価＝(総費用－受託工事費)÷年間総有収水量、供給単価＝給水収益÷年間総有収水量

      4.軽微な変更および事業の全部の譲受けによる届出の場合は、変更後の計画値について適切な目標年度を定めて記載すること。

１ 日 最 大 給 水 量 ( ２ )

年　　度



認可値

項　　目

行政区域内人口

給水区域内人口



給 水 人 口

公称施設能力

１日最大給水量

１日平均給水量

１人１日最大給水量

１人１日平均給水量

給 水 原 価

供 給 単 価



人口

(千人)

水量

(千ｍ3/日)

１人１日

給水量

(L/人/日)
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ｍ

3

/日

水系・河川名又は種別 取水地点

許可年月日

井戸深度等

許可番号

井戸口径

ｍ

3

/日

〃

ｍ

3

/日

〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃

〃 〃

ｍ

3

/日

水系・河川名又は種別 取水地点

許可年月日

井戸深度等

許可番号

井戸口径

ｍ

3

/日

〃

ｍ

3

/日

〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃

〃 〃

ｍ

3

/日

水系・河川名又は種別 取水地点

許可年月日

井戸深度等

許可番号

井戸口径

ｍ

3

/日

〃

ｍ

3

/日

〃

〃 〃

〃

〃 〃

〃

〃 〃

申

　

　

　

請



計画取水量 合　　　計

計画取水量

　　 ３．取水地点の欄には、地番、地先名を記入すること。

 　  ２．水系・河川名又は種別の欄には、水系・河川名のほか表流水の場合、河川水、湖沼水、ダム水のいずれかを記入し、地下水の場合、

         浅層地下水、深層地下水、湧水のいずれかを記入すること。

地下水

その他

その他

水

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

源

現

　

　

　

況

表流水

伏流水

水道用水供給事業者等

計画取水量（合計）

水道用水供給事業者等

水

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

源

表流水

伏流水

地下水

注)　１．取水地点毎又は水利権毎に記入し、水利権許可番号がないものは同意・協定者名を記入すること。

水

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

源



計画取水量

既

　

認

　

可

その他

合　　　計

水 源 の 種 別 及 び 取 水 地 点

表流水

水道用水供給事業者等

計画取水量（合計）

伏流水

地下水

合　　　計

計画取水量（合計）


image10.emf
既認可（届出）

計画取水量

H○

実績

H○

実績

H○

実績

H○ H○ H○ H○

H○

給水開始

H○ H○ H○ H○

H○

目標年度

目標年度内

最大取水量

取水

可能量

今回申請(届出)

計画取水量

水源

種別

水源

許可

備考

既認可（届出）

計画取水量

H○

実績

H○

実績

H○

実績

H○ H○ H○ H○

H○

給水開始

H○ H○ H○ H○

H○

目標年度

目標年度内

最大取水量

取水

可能量

今回申請(届出)

計画取水量

水源

種別

水源

許可

備考

○○ダム

○○水系○○川

A浄水場

【110,000】

○○水源

B浄水場

【2,000】

○○水源

C浄水場

【5,000】

○○水源

D浄水場

【0】

○○水源 【3,000】

○○用水供給 E配水池

○号井戸

F浄水場

【4,000】

○号井戸

G浄水場

【2,000】

注） １．計画一日最大浄水量は、計画一日最大給水量の他に、浄水場内の作業水量等を見込んだ水量を記載している。

２．計画一日最大取水量は、計画一日最大浄水量を確保するために必要と見込まれる取水量を記載している。

３．浄水場名下記の【 】内は、浄水場の公称施設能力（m3/日）を示す。なお、2段書きのものは、上段が既認可（届出）、下段が今回申請（届出）を示す。（変更がないものは1段書き）

４．既認可（届出）計画取水量は、現在の水道台帳(9)の認可値（届出値）を記載している。

５．取水可能量は、目標年度の許可取水量（水利権量・協定量・条例で定められた量等）を記載している。（許可取水量が定められてない場合は揚水可能量（揚水試験結果）等）

６．今回認可（届出）計画取水量は、今回認可（届出）の認可値（届出値）を記載している。（水道台帳(9)に記載する）

７．水源ごとに特別の事情（ダム開発、井戸の統廃合、水質汚染、取水規制等）がある場合、記載方法については厚生労働省水道課と協議の上、実情に合わせて決定した数値を記載している。

全

体

（内訳）

計画一日最大給水量

計画一日最大浄水量

水 源 ・ 浄 水 場 別 実 績 と 取 水 計 画

計画一日最大取水量



計画一日最大取水量

簡

易

水

道

計画一日最大給水量

計画一日最大浄水量

上

水

道

計画一日最大浄水量

計画一日最大取水量

計画一日最大給水量


image11.emf
項 目 名 水質基準 単位 最 大 平均 最 小 検出数

検査

回数

注）１．水質試験項目については、最新の水質基準を確認し記入すること。

　　２．認可申請（届出）前１年間程度の間に検査した結果ごとについて記入すること。

　　３．平均欄には検出限界を下回った場合を除いて検出された数値のみの算出平均値を記入すること。

水 質 試 験 の 結 果

水源の名称（水源の種別） （　　　　　　）

検 査 対 象 期 間

検 査 実 施 機 関

原

　

水

　

水

　

質
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(ｍ

3

)

(ｍ

3

)

(ｍ

3

)

(ｍ

3

/日)

(ｍ

2

)

計 画 処 理 量

(ｍ

3

/日)

計 画 処 理 量

(ｍ

3

/日)

計 画 処 理 量

(ｍ

3

/日)

ろ 過 速 度 (ｍ/日)

(ｍ

3

/日)

(ｍ/日)

(ｍ

3

/日)

(㎥/㎡・日)

(ｍ

3

/日)

(台)

(kg/時)

(ｍ

3

/日)

注)



水 道 施 設 の 位 置 （ 標 高 及 び 水 位 を 含 む 。 ） 、 規 模 及 び 構 造 （ １ ）

既　　認　　可（前回届出） 現　　　況 申　請（届　出）

総 容 量



有 効 容 量



目 的



名 称



位 置



工 期



水 道 分 の 貯 水 量



河 川 名



水道分のアロケーション比率



型 式



浄

　

　

　

水

　

　

　

施

　

　

　

設

浄 水 場 名 称



池 数

方

式



貯

　

水

　

施

　

設



水 系 ・ 河 川 名 又 は 種 別



敷 地 面 積



急

　

　

速

　

　

系

方

　

　

　

式



池 数

ろ 過 池 洗 浄 方 式

凝 集 剤



凝 集 補 助 剤

ア ル カ リ 剤



ろ 過 方 式

緩

速

系

計 画 処 理 量



ろ 過 速 度



池 数



ろ 過 流 束



計 画 処 理 量



高

度

浄

水

施

設

目 的



そ の 他



方 式



滅

菌

装

置

方 式 又 は 使 用 薬 品



台 数



１．浄水施設のうち、沈澱池の方式には、普通沈澱池、薬品沈澱池、傾斜版付薬品沈澱池等と記入する。

２．急速系のろ過池の方式には、重力式ろ過池、上向流式ろ過池等と記入する。

３．ろ過池洗浄方式は、水、水空気併用等と記入する。

４．高度浄水施設の方式には、粒状活性炭、オゾン、生物等と記入する。



そ の 他



そ

の

他

目 的



水 位



方 式



系 列 数



計 画 処 理 量



全 容 量



計 画 処 理 量



方

式



貯 水 施 設 の 事 業 主 体



位 置



沈

　

澱

　

池



標 高

標 高



水 位



池 数



ろ

　

　

過

　

　

池

水 位

膜

　

系



計 画 浄 水 量


image13.emf
延長(ｍ) 延長(ｍ)

(ｍ

3

)

(ｍ

3

/日)

(ｍ

3

/日)

(ｍ

3

/日)

注)



  排水処理施設の方式は、加圧脱水、天日乾燥等主たる脱水処理の方式を記入する。また、計画処理量は排水処理施設へ

の流入量で記入する。



池 数



現 況

管　　種

管

　

　

　

　

　

　

　

　

路

計

送

水

管

1000mm　以上



500mm　未満

500mm　～　1000mm　未満



1000mm　以上

導

水

管

1000mm　以上



500mm　未満

管　　種

申 請 ( 届 出 )



水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造（２）



500mm　～　1000mm　未満

排

水

処

理

施

設

計 画 処 理 量

加 圧 水 量

自 然 流 下 水 量

発 生 残 土 処 分 方 法

処 理 水 の 放 流 先 等

方 式

配

　

水

　

池

有 効 容 量

使 用 薬 品

計画１日最大給水量に対する



配

水

管

75mm　未満

75mm　～　 250mm　未満

250mm　～ 　500mm　未満

500mm　～　1000mm　未満



貯 留 時 間


image14.emf


クリプト対策指針

レベル（原水）

注）浄水処理工程ごとに主要な諸元（薬品注入量、滞留時間等）を記載すること。



注）原水の水質により、通常の浄水方法では十分に対応できない溶解性物質等の処理を目的とする高度浄水処理施設等を含む場合は、その

処理対象物質、処理方法、主要な諸元等を記載する。



浄 水 方 法 （ フ ロ ー 図 ）



浄 水 方 法

既認可（前回届出） 現況 申請（届出）



浄水処理方法

浄水場



現況施設における

水質上の課題


image15.emf
浄水場名 系統 最大静水圧 箇所 最小動水圧 箇所

消火栓使用時

最小動水圧

備考

注）　１．浄水場の系統(配水区域)ごとに配水管から給水管に分岐する箇所における最大静水圧及び最小動水圧が記載されていること。

　　　２．給水区域内で最大静水圧となる箇所と最小動水圧となる箇所について記載されていること。

　　　３．最小動水圧が150キロパスカルを下回る場合、最大静水圧が740キロパスカルを上回る場合は、給水に支障がないことを示すこと。

　　　４．消火栓使用時においては、配水管内で最小動水圧となる値及びその箇所についても記載し、正圧に保たれていることを示すこと。

配水管における最大静水圧及び最小動水圧


image1.emf
最大値【年度】 目標年度値

認可(届出)申請値

【年度】

目標年度

行政区域内人口

【　　 】 【　　 】

給水区域内人口

【　　 】 【　　 】

給水人口

【　　 】 【　　 】

一日平均給水量

【　　 】 【　　 】

一日最大給水量

【　　 】 【　　 】

注）「既認可値（届出値）」の欄について、直近が届出の場合は２段書きとし、上段に認可値、下段に括弧書きで届出値を記載すること。

　注）１．既認可（前回届出）についてはどちらか直近のものを記載すること。

　　　２．水道用水供給事業においては、給水対象となる水道事業者を記載すること。

給 水 区 域

給 水 人 口 及 び 給 水 量

既  認  可（前回届出） 申   請（届出）（変更分に下線）



実績値

今回申請（届出）

既認可値

（届出値）
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企　業　債

料金収入充当

一般会計繰入

　注)

工事費 工　　種 事業量

合　計

施

行

事

業

年　　　　　　　　　度

工事費総額

その他

(国庫補助金、工事負担金等)



１．目標年度までにおける各年の施工計画を記載すること。

２．今回申請の認可（届出）に係る部分のみを記載すること。

同

上

財

源

工 事 費 の 予 定 総 額 及 び 予 定 財 源
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　※１　民営水道の場合のみ用いられる項目

　注)  １．本表の　　　　については、任意の項目で作成してよい。

  ２．本様式により難い場合には、別途作成しても差し支えないこと。

  ３．※２欄：各事業者において用いている料金、例えば、営業用、浴場等用を記入する。

経 常 収 支 の 概 算

年 度 現況



目標年度

収

益

的

収

支

（

単

位

千

円

）



営

業

収

益

（１）給水収益



（３）その他営業収益



（２）受託工事収益



小計



営

業

費

用

（１）原水費



（２）浄水費



（３）配給水費



（４）受託工事費



（６）総係費



（５）業務費



（７）減価償却費



（８）その他営業費用



営業利益



小計



営

業

外

収

益

（１）受取利息及び配当金



（３）他会計補助金

　　　又は補助金



小計



経常利益



（２）長期前受金戻入



（４）雑収入



営

業

外

費

用

（１）支払利息及び

　　企業債取扱諸費



（２）雑支出



小計



特別利益



特別損失



当期純利益



※１　法人税住民税及び事業税統



※１　税引後当期純利益



資

本

的

収

支

（

単

位

千

円

）

収

入

１　企業債



２　国庫補助金



４　負担金及び寄付金



３　一般会計繰出金



５　その他



計



支

出

１　新設拡張費



２　改良費



３　企業債償還金



４　国庫補助返還金



５　その他



資本的収支不足額



計



資

金

収

支

（

単

位

千

円

）

補

て

ん

財

源

使

用

可

能

額

利

益

剰

余

金

当年度未処分利益剰余金



その他



損

益

勘

定

留

保

資

金

過年度損益勘定留保資金



減価償却費



当期純利益



小計



長期前受金戻入（▲）



その他



小計



小計



使

用

額

利益剰余金



損益勘定留保資金



資

金

残

高

利益剰余金



小計



小計



損益勘定留保資金



企業債残高



①　給水原価



②　供給単価



③　料金回収率（＝①÷②）



  ４．資本欠損等の見込まれる場合には、併せて補填財源及び補填方法を示すほか、剰余金、内部留保金の取扱い等についても記載すること。

  ５．この様式は、地方公営企業法施行規則で定める損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書の各様式をもって代えることができる。

注）　１．本表の各項目については、事業者に合わせて作成してよい。

　　　２．将来（Ⅰ）：料金計算期間における年間平均（例：平成30年度～34年度）

　　　３．将来（Ⅱ）：将来(Ⅰ）以降の料金計算期間における年間平均（例：平成35年度～39年度）

　　　４．※印欄：各事業者において用いている料金、例えば、営業用、浴場等用を記入する。

　　　５．資本欠損等の見込まれる場合には、併せて補填財源及び補填方法を示すほか、剰余金、内部留保金の取扱い等についても

          記載すること。

料

金

の

推

移

実施年月日

家庭用（１0m

3

当り）

※２



　　　　　　　年　月　 日



　　　　　　　年　月　 日



（現行）    年   月   日



（予定）

      

年   月   日
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料金原価の算定方法（記載例）

１．水道事業者等が地方公共団体の場合

t+1期 t+2期 t+3期 t+4期 t+5期

人件費

薬品費

動力費

修繕費

受水費

…

維持管理費

減価償却費

資産減耗費

…

営業費用　①

支払利息

資産維持費

資本費用　②

受託工事収益

その他営業収益

（営業収益－給水収益）

…

控除項目　③

総括原価　①＋②－③

２．水道事業者等が地方公共団体以外の場合

t+1期 t+2期 t+3期 t+4期 t+5期

人件費

薬品費

動力費

修繕費

受水費

…

維持管理費

減価償却費

資産減耗費

公租公課

…

営業費用　①

事業報酬

資本費用　②

受託工事収益

その他営業収益

（営業収益－給水収益）

…

控除項目　③

総括原価　①＋②－③

３．資金収支方式により料金原価を算定する場合

t+1期 t+2期 t+3期 t+4期 t+5期

人件費

薬品費

動力費

修繕費

受水費

…

維持管理費

減価償却費　③

資産減耗費　④

…

支払利息

資産維持費

収益的支出

受託工事収益

その他営業収益

（営業収益－給水収益）

…

関連収入の控除項目

収益的支出（関連収入を除く）　①

事務費

原浄水施設費

給配水施設費

…

建設改良費

企業債償還金

資本的支出

企業債

工事負担金

他会計補助金

国庫・都道府県補助金

…

資本的収入

資本的収支不足額　②

内部留保資金の増減額　⑤

収益的支出（関連収入を除く）　①

資本的収支不足額　②

減価償却費　③

資産減耗費　④

内部留保資金の増減額　⑤

内部留保資金　⑥

料金対象原価　①＋②－⑥

料金算定期間

料金算定期間

合計

料金算定期間

料金算定期間

合計

料金算定期間

料金算定期間

合計


